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議案第２０号  
 

西条市手数料条例の一部を改正する条例について  
 

西条市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。  
 

令和５年２月２８日提出 
 

西条市長  玉 井 敏 久  
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西条市手数料条例の一部を改正する条例 

西条市手数料条例（平成１６年西条市条例第５５号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

種類 単位 金額 摘要 

１～６１ （略）    

６２  建築物の容積

率に関する特例認

定の申請に対する

審査 

１件

につ

き 

３１，

０００

円 

 

６３ （略）    

６４ （略）    

６５ （略）    

６６ （略）    

６７ （略）    

６８ （略）    

６９ （略）    

７０ （略）    

７１ （略）    

７２ （略）    

７３ （略）    

７４  高度地区にお

ける建築物の高さ

の特例許可の申請

に対する審査 

１件

につ

き 

１８２

，００

０円 

  

７５ （略）    

７６ （略）    

７７ （略）    

７８ （略）    

７９ （略）    

８０ （略）    

種類 単位 金額 摘要 

１～６１ （略）    

 

 

 

 

   

６２ （略）    

６３ （略）    

６４ （略）    

６５ （略）    

６６ （略）    

６７ （略）    

６８ （略）    

６９ （略）    

７０ （略）    

７１ （略）    

７２ （略）    

 

 

 

 

   

７３ （略）    

７４ （略）    

７５ （略）    

７６ （略）    

７７ （略）    

７８ （略）    
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８１ （略）    

８２ （略）    

８３ （略）    

８４ （略）    

８５ （略）    

８６ （略）    

８７ （略）    

８８ （略）    

８９ （略）    

９０ （略）    

９１ （略）    

９２ （略）    

９３ （略）    

９４ （略）    

９５ （略）    

９６ （略）    

９７ （略）    

９８ （略）    

９９ （略）    

１００ （略）    

１０１ （略）    

１０２ （略）    

１０３ （略）    

１０４ （略）    

１０５ （略）    

１０６ （略）    

１０７ （略）    

１０８ （略）    

１０９ （略）    

１１０ 長期優良住

宅の普及の促進に

関する法律第５条

第６項又は第７項

の規定に基づく長

期優良住宅維持保

１件

につ

き 

１ ０ ９

の 項 種

類欄(2)

の ア 又

は イ に

掲 げ る

 

７９ （略）    

８０ （略）    

８１ （略）    

８２ （略）    

８３ （略）    

８４ （略）    

８５ （略）    

８６ （略）    

８７ （略）    

８８ （略）    

８９ （略）    

９０ （略）    

９１ （略）    

９２ （略）    

９３ （略）    

９４ （略）    

９５ （略）    

９６ （略）    

９７ （略）    

９８  （略）    

９９  （略）    

１００ （略）    

１０１ （略）    

１０２ （略）    

１０３ （略）    

１０４ （略）    

１０５ （略）    

１０６ （略）    

１０７ （略）    

１０８ 長期優良住

宅の普及の促進に

関する法律第５条

第６項又は第７項

の規定に基づく長

期優良住宅維持保

１件

につ

き 

１ ０ ７

の 項 種

類欄(2)

の ア 又

は イ に

掲 げ る
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全計画の認定の申 場 合 の 

請に対する審査  区 分 に

応 じ 、

そ れ ぞ

れ 当 該

手 数 料

の 金 額

と 同 一

の 額 。

こ の 場

合 に お

い て 、

同 項 種

類欄(2)

の ア 中

「 確 認

書 の 交

付 を 受

け て い

る 場 合

」 と あ

る の は

、「確認

書 の 交

付 を 受

け て い

る 場 合

又 は 同

条 第 ４

項 の 規

定 に よ

り 当 該

住 宅 の

構 造 及

び 設 備

 

全計画の認定の申 場 合 の

請に対する審査  区 分 に

応 じ 、

そ れ ぞ

れ 当 該

手 数 料

の 金 額

と 同 一

の 額 。

こ の 場

合 に お

い て 、

同 項 種

類欄(2)

の ア 中

「 確 認

書 の 交

付 を 受

け て い

る 場 合

」 と あ

る の は

、「確認

書 の 交

付 を 受

け て い

る 場 合

又 は 同

条 第 ４

項 の 規

定 に よ

り 当 該

住 宅 の

構 造 及

び 設 備
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が 長 期

使 用 構

造 等 

  で あ る

旨 が 記

載 さ れ

た 同 法

第 ５ 条

第 １ 項

に 規 定

す る 住

宅 性 能

評 価 書

の 交 付

を 受 け

て い る

場 合 」

と す る

。 

 

１１１ 長期優良住

宅建築等計画の変

更認定の申請（長

期優良住宅の普及

の促進に関する法

律第９条第１項の

規定による譲受人

を決定した場合及

び同条第３項の規

定による管理者等

を選任した場合に

係るものを除く。）

に対する審査 

１件

につ

き 

 (略) 

(1) 長期優良住宅

建 築 等 計 画 が 建

築 基 準 法 第 ６ 条

 １ ０ ９

の 項 種

類欄(1)

 

が 長 期

使 用 構

造 等

  で あ る

旨 が 記

載 さ れ

た 同 法

第 ５ 条

第 １ 項

に 規 定

す る 住

宅 性 能

評 価 書

の 交 付

を 受 け

て い る

場 合 」

と す る

。 

 

１０９ 長期優良住

宅建築等計画の変

更認定の申請（長

期優良住宅の普及

の促進に関する法

律第９条第１項の

規定による譲受人

を決定した場合及

び同条第３項の規

定による管理者等

を選任した場合に

係るものを除く。）

に対する審査 

１件

につ

き 

 (略) 

(1) 長期優良住宅

建築等計画が建

築基準法第６条

 １ ０ ７

の 項 種

類欄(1)
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第 １ 項 に 規 定 す

る 建 築 基 準 関 係

規 定 に 適 合 す る

か ど う か の 審 査

を申し出ない者 

の ア か

ら ウ ま

で又は(

2 ) の ア

若 し く

は イ に

掲 げ る

場 合 の

区 分 に

応 じ 、

そ れ ぞ

れ 当 該

手 数 料

の 金 額

の ２ 分

の １ に

相 当 す

る額 

(2) 長期優良住宅

建 築 等 計 画 が 建

築 基 準 法 第 ６ 条

第 １ 項 に 規 定 す

る 建 築 基 準 関 係

規 定 に 適 合 す る

か ど う か の 審 査

を申し出る者 

 次 に 掲

げ る 額

（ ウ に

掲 げ る

額 に あ

っ て は

、 当 該

審 査 に

建 築 基

準 法 第

８ ７ 条

の ４ の

昇 降 機

に 係 る

部 分 が

含 ま れ

る 場 合

 

第１項に規定す

る建築基準関係

規定に適合する

かどうかの審査

を申し出ない者 

の ア か

ら ウ ま

で又は (

2 ) の ア

若 し く

は イ に

掲 げ る

場 合 の

区 分 に

応 じ 、

そ れ ぞ

れ 当 該

手 数 料

の 金 額

の ２ 分

の １ に

相 当 す

る額 

(2) 長期優良住宅

建築等計画が建

築基準法第６条

第１項に規定す

る建築基準関係

規定に適合する

かどうかの審査

を申し出る者 

 次 に 掲

げ る 額

（ ウ に

掲 げ る

額 に あ

っ て は

、 当 該

審 査 に

建 築 基

準 法 第

８ ７ 条

の ４ の

昇 降 機

に 係 る

部 分 が

含 ま れ

る 場 合
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に 限 る

。）を合

算 し た

金 額 

  ア  １

０ ９

の 項

種 類

欄 (1)

の ア

か ら

ウ ま

で 又

は (2)

の ア

若 し

く は

イ に

掲 げ

る 場

合 の

区 分

に 応

じ 、

そ れ

ぞ れ

当 該

手 数

料 の

金 額

の ２

分 の

１ に

相 当

す る

 

に 限 る

。）を合

算 し た

金 額

  ア  １

０ ７

の 項

種 類

欄 (1)

の ア

か ら

ウ ま

で 又

は (2)

の ア

若 し

く は

イ に

掲 げ

る 場

合 の

区 分

に 応

じ 、

そ れ

ぞ れ

当 該

手 数

料 の

金 額

の ２

分 の

１ に

相 当

す る
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額 

  イ、ウ 

(略) 

 

１１２ 長期優良住

宅の普及の促進に

関する法律第８条

第１項の規定に基

づく長期優良住宅

維持保全計画の変

更の認定の申請に

対する審査 

１件

につ

き 

１ ０ ９

の 項 種

類欄(2)

の ア 又

は イ に

掲 げ る

場 合 の

区 分 に

応 じ 、

そ れ ぞ

れ 当 該

手 数 料

の 金 額

の ２ 分

の １ に

相 当 す

る 金 額

。 こ の

場 合 に

お い て

、 同 項

種類欄(

2 ) の ア

中 「 確

認 書 の

交 付 を

受 け て

い る 場

合 」 と

あ る の

は、「確

認 書 の 

(略) 

額 

  イ、ウ  

(略) 

 

１１０ 長期優良住

宅の普及の促進に

関する法律第８条

第１項の規定に基

づく長期優良住宅

維持保全計画の変

更の認定の申請に

対する審査 

１件

につ

き 

１ ０ ７

の 項 種

類欄(2)

の ア 又

は イ に

掲 げ る

場 合 の

区 分 に

応 じ 、

そ れ ぞ

れ 当 該

手 数 料

の 金 額

の ２ 分

の １ に

相 当 す

る 金 額

。 こ の

場 合 に

お い て

、 同 項

種類欄 (

2 ) の ア

中 「 確

認 書 の

交 付 を

受 け て

い る 場

合 」 と

あ る の

は、「確

認 書 の

(略) 
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  交 付 を

受 け て

い る 場

合 又 は

同 条 第

４ 項 の

規 定 に

よ り 当

該 住 宅

の 構 造

及 び 設

備 が 長

期 使 用

構 造 等

で あ る

旨 が 記

載 さ れ

た 同 法

第 ５ 条

第 １ 項

に 規 定

す る 住

宅 性 能

評 価 書

の 交 付

を 受 け

て い る

場 合 」

と す る

。 

 

１１３ 長期優良住

宅建築等計画に基

づく建築に係る住

宅の容積率に関す

る特例許可  の申

   

  交 付 を

受 け て

い る 場

合 又 は

同 条 第

４ 項 の

規 定 に

よ り 当

該 住 宅

の 構 造

及 び 設

備 が 長

期 使 用

構 造 等

で あ る

旨 が 記

載 さ れ

た 同 法

第 ５ 条

第 １ 項

に 規 定

す る 住

宅 性 能

評 価 書

の 交 付

を 受 け

て い る

場 合 」

と す る

。 

 

１１１ 長期優良住

宅建築等計画に基

づく建築に係る住

宅の容積率に関す

る特例の許可の申
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請に対する審査    

１１４ 都市の低炭

素化の促進に関す

る法律（平成２４

年法律第８４号）

第５３条第１項の

規定に基づく低炭

素建築物新築等計

画の認定の申請に

対する審査 

１件

につ

き 

  

(1) 低炭素建築物

新 築 等 計 画 が 建

築 基 準 法 第 ６ 条

第 １ 項 に 規 定 す

る 建 築 基 準 関 係

規 定 に 適 合 す る

か ど う か の 審 査

を申し出ない者 

  (略) 

ア  １ 戸 建 て の

住 宅 （ 人 の 居

住 の 用 以 外 の

用 途 に 供 す る

部 分 （ 以 下 こ

の 項 に お い て

「 非 住 宅 部 分

」という。）を

有 し な い も の

に 限 る 。 以 下

こ の 項 に お い

て同じ。） 

   

( ｱ )  建築物エ

ネ ル ギ ー 消

費 性 能 基 準

等 を 定 め る

省 令 （ 平 成

 ４１，

７００

円 

 

請に対する審査    

１１２ 都市の低炭

素化の促進に関す

る法律（平成２４

年法律第８４号）

第５３条第１項の

規定に基づく低炭

素建築物新築等計

画の認定の申請に

対する審査 

１件

につ

き 

  

(1) 低炭素建築物

新築等計画が建

築基準法第６条

第１項に規定す

る建築基準関係

規定に適合する

かどうかの審査

を申し出ない者 

  (略) 

ア  １戸建ての

住 宅 （ 人 の 居

住 の 用 以 外 の

用 途 に 供 す る

部 分 （ 以 下 こ

の 項 に お い て

「 非 住 宅 部 分

」という。）を

有 し な い も の

に 限 る 。 以 下

こ の 項 に お い

て同じ。） 

 ４１，

７００

円
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２ ８ 年 経 済

産 業 省 ・ 国

土 交 通 省 令

第 １ 号 ） 第

１ ０ 条 第 ２

号イ(1)及び

ロ(1)に掲げ

る 基 準 に よ

る審査 

(ｲ) 建築物エ

ネ ル ギ ー 消

費 性 能 基 準

等 を 定 め る

省 令 第 １ ０

条第２号イ(

2)及びロ(2)

に 掲 げ る 基

準 に よ る 審

査 

 ２１，

５００

円 

 

イ  共 同 住 宅 等

（ 共 同 住 宅 、

長 屋 そ の 他 １

戸 建 て の 住 宅

以 外 の 住 宅 を

い う 。 以 下 こ

の 項 に お い て

同じ。） 

   

( ｱ )  認定申請

区 分 が 住 戸

の み  同 号

イ(1)及びロ

(1)に掲げる

基 準 に よ る

審査 

 申 請 に

係 る 住

戸 の 数

に つ い

て 、 次

に 掲 げ

る 戸 数

の 区 分

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

イ  共同住宅等

（ 共 同 住 宅 、

長 屋 そ の 他 １

戸 建 て の 住 宅

以 外 の 住 宅 を

い う 。 以 下 こ

の 項 に お い て

同じ。） 

   

(ｱ) 認定申請

区 分 が 住 戸

の み    
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に 応 じ

、 そ れ

ぞ れ 次

に 定 め

る金額 

ａ～ｉ (略)    

( ｲ )  認定申請

区 分 が 住 戸

の み  同 号

イ(2)及びロ

(2)に掲げる

基 準 に よ る

審査 

 申 請 に

係 る 住

戸 の 数

に つ い

て 、 次

に 掲 げ

る 戸 数

の 区 分

に 応 じ

、 そ れ

ぞ れ 次

に 定 め

る金額 

 

ａ  戸 数 が

１のもの 

 ２１，

５００

円 

 

ｂ  戸 数 が

２ 以 上 ５

以 下 の も

の 

 ４０，

２００

円 

 

ｃ  戸 数 が

６ 以 上 １

０ 以 下 の

もの 

 ５８，

１００

円 

 

ｄ  戸 数 が

１ １ 以 上

２ ５ 以 下

のもの 

 ８３，

４００

円 

 

ｅ  戸 数 が １２５ 

 

 

 

 

 

ａ～ｉ (略)    
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２ ６ 以 上

５ ０ 以 下

のもの 

，９０

０円 

ｆ  戸 数 が

５ １ 以 上

１ ０ ０ 以

下のもの 

 １９０

，７０

０円 

 

ｇ  戸 数 が

１ ０ １ 以

上 ２ ０ ０

以 下 の も

の 

 ２７２

，５０

０円 

 

ｈ  戸 数 が

２ ０ １ 以

上 ３ ０ ０

以 下 の も

の 

 ３５３

，３０

０円 

 

ｉ  戸 数 が

３ ０ １ 以

上のもの 

 ４０３

，３０

０円 

 

(ｳ) （略）    

ウ  複 合 建 築 物

（ 住 宅 と 非 住

宅 部 分 と を 有

す る 建 築 物 を

い う 。 以 下 こ

の 項 に お い て

同じ。） 

   

( ｱ )  認定の申

請 区 分 が 住

戸のみ 

 イ(ｱ)又

はイ(ｲ)

に 掲 げ

る 区 分

と 同 一

の額 

 

(ｲ)  認定の申 イ(ｱ)又 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

   

 

 

 

   

(ｲ) （略）    

ウ  複合建築物

（ 住 宅 と 非 住

宅 部 分 と を 有

す る 建 築 物 を

い う 。 以 下 こ

の 項 に お い て

同じ。） 

   

(ｱ) 認定の申

請 区 分 が 住

戸のみ 

 イ (ｱ)  

   

に 掲 げ

る 区 分

と 同 一

の額 

 

(ｲ) 認定の申 イ(ｱ)   



14 

請 区 分 が 複

合 建 築 物 全

体 又 は 住 戸

及 び 当 該 複

合 建 築 物 全

体 

はイ(ｲ)

に 掲 げ

る 住 棟

全 体 の

戸 数 に

応 じ た

区 分 と

同 一 の

額、イ(

ｳ ) に 掲

げ る 共

用 部 分

の 床 面

積 の 合

計 に 応

じ た 区

分 と 同

一 の 額

及 び 非

住 宅 部

分 に つ

い て 、

次 に 掲

げ る 審

査 の 区

分 に 応

じ 、 そ

れ ぞ れ

次 に 定

め る 額

を 合 算

し た 金

額 

ａ （略）    

ｂ  建 築 物   

請 区 分 が 複

合 建 築 物 全

体 又 は 住 戸

及 び 当 該 複

合 建 築 物 全

体 

   

に 掲 げ

る 住 棟

全 体 の

戸 数 に

応 じ た

区 分 と

同 一 の

額、イ (

ｲ ) に 掲

げ る 共

用 部 分

の 床 面

積 の 合

計 に 応

じ た 区

分 と 同

一 の 額

及 び 非

住 宅 部

分 に つ

い て 、

次 に 掲

げ る 審

査 の 区

分 に 応

じ 、 そ

れ ぞ れ

次 に 定

め る 額

を 合 算

し た 金

額 

ａ （略）    

ｂ  建 築 物   
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の エ ネ ル

ギ ー 消 費

性 能 の 向

上 の 一 層

の 促 進 そ

の 他 の 建

築 物 の 低

炭 素 化 の

促 進 の た

め に 誘 導

す べ き 基

準   （

平 成 ２ ４

年 経 済 産

業 省 ・ 国

土 交 通 省

・ 環 境 省

告 示 第 １

１ ９ 号 ）

Ⅰ 第 １ の

１ の １ ―

２ た だ し

書 及 び ２

の ２ ― １

た だ し 書

に 定 め る

方 法 に よ

る審査 

(a)～(f) 

（略） 

   

エ （略）    

(2) （略）    

１１５ 都市の低炭

素化の促進に関す

る法律第５５条第

１件 

につ

き 

 (略) 

に 係 る エ

ネ ル ギ ー

の 使 用 の

合 理 化 の

一 層 の 促

進 そ の 他

の 建 築 物

の 低 炭 素

化 の 促 進

の た め に

誘 導 す べ

き 基 準 （

平 成 ２ ４

年 経 済 産

業 省 ・ 国

土 交 通 省

・ 環 境 省

告 示 第 １

１ ９ 号 ）

Ⅰ 第 １ の

１ の １ ―

２ た だ し

書 及 び ２

の ２ ― １

た だ し 書

に 定 め る

方 法 に よ

る審査 

(a)～(f) 

（略） 

   

エ （略）    

(2) （略）    

１１３ 都市の低炭

素化の促進に関す

る法律第５５条第

１件 

につ

き 

 (略) 
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１項の規定に基づ

く低炭素建築物新

築等計画の変更認

定の申請に対する

審査 

   

(1) 変更に係る低

炭 素 建 築 物 新 築

等 計 画 が 建 築 基

準 法 第 ６ 条 第 １

項 に 規 定 す る 建

築 基 準 関 係 規 定

に 適 合 す る か ど

う か の 審 査 を 申

し出ない者 

 １ １ ４

の 項 種

類欄(1)

に 掲 げ

る 場 合

の 区 分

に 応 じ

、 そ れ

ぞ れ 当

該 手 数

料 の 金

額 の ２

分 の １

に 相 当

する額 

(略) 

(2) 変更に係る低

炭 素 建 築 物 新 築

等 計 画 が 建 築 基

準 法 第 ６ 条 第 １

項 に 規 定 す る 建

築 基 準 関 係 規 定

に 適 合 す る か ど

う か の 審 査 を 申

し出る者 

 次 に 掲

げ る 額

（ ウ に

掲 げ る

額 に あ

っ て は

、 当 該

審 査 に

建 築 基

準 法 第

８ ７ 条

の ４ の

昇 降 機

に 係 る

部 分 が

 

１項の規定に基づ

く低炭素建築物新

築等計画の変更認

定の申請に対する

審査 

   

(1) 変更に係る低

炭素建築物新築

等計画が建築基

準法第６条第１

項に規定する建

築基準関係規定

に適合するかど

うかの審査を申

し出ない者 

 １ １ ２

の 項 種

類欄(1)

に 掲 げ

る 場 合

の 区 分

に 応 じ

、 そ れ

ぞ れ 当

該 手 数

料 の 金

額 の ２

分 の １

に 相 当

する額 

(略) 

(2) 変更に係る低

炭素建築物新築

等計画が建築基

準法第６条第１

項に規定する建

築基準関係規定

に適合するかど

うかの審査を申

し出る者 

 次 に 掲

げ る 額

（ ウ に

掲 げ る

額 に あ

っ て は

、 当 該

審 査 に

建 築 基

準 法 第

８ ７ 条

の ４ の

昇 降 機

に 係 る

部 分 が
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含 ま れ

る 場 合

に 限 る

。）を合

算 し た

金額 

  ア  １

１ ４

の 項

種 類

欄(1)

に 掲

げ る

場 合

の 区

分 に

応 じ

、 そ

れ ぞ

れ 当

該 手

数 料

の 金

額 の

２ 分

の １

に 相

当 す

る 額

。 た

だ し

、 都

市 の

低 炭

素 化

 

含 ま れ

る 場 合

に 限 る

。）を合

算 し た

金額 

  ア  １

１ ２

の 項

種 類

欄 ( 1 )

に 掲

げ る

場 合

の 区

分 に

応 じ

、 そ

れ ぞ

れ 当

該 手

数 料

の 金

額 の

２ 分

の １

に 相

当 す

る 額

。 た

だ し

、 都

市 の

低 炭

素 化
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の 促

進 に

関 す

る 法

律 第

５ ４

条 第

１ 項

に 掲

げ る

基 準

の 適

合 性

に 関

し 、

登 録

住 宅

性 能

評 価

機 関

若 し

く は

登 録

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

判 定

機 関

の 技

術 的

審 査

を 受

の 促

進 に

関 す

る 法

律 第

５ ４

条 第

１ 項

に 掲

げ る

基 準

の 適

合 性

に 関

し 、

登 録

住 宅

性 能

評 価

機 関

若 し

く は

登 録

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

判 定

機 関

の 技

術 的

審 査

を 受



19 

け た

も の

又 は

設 計

住 宅

性 能

評 価

書 の

交 付

を 受

け た

も の

以 外

の も

の で

あ る

場 合

に 限

る 。 

  イ、ウ 

(略) 

 

１１６ 建築物のエ(略)   

ネルギー消費性能

の向上に関する法

律第１２条第１項

及び第１３条第２

項の規定に基づく

建築物エネルギー

消費性能適合性判

定に係る審査 

   

(1) 建築物エネル

ギ ー 消 費 性 能 基

準 等 を 定 め る 省

令       

       

   

け た

も の

又 は

設 計

住 宅

性 能

評 価

書 の

交 付

を 受

け た

も の

以 外

の も

の で

あ る

場 合

に 限

る 。

  イ、ウ  

(略) 

 

１１４ 建築物のエ(略)   

ネルギー消費性能

の向上に関する法

律第１２条第１項

及び第１３条第２

項の規定に基づく

建築物エネルギー

消費性能適合性判

定に係る審査 

   

(1) 建築物エネル

ギー消費性能基

準等を定める省

令（平成２８年

経済産業省・国

   



20 

       

  第 １ 条 第 １

項 第 １ 号 イ に 規

定 す る 一 次 エ ネ

ル ギ ー 消 費 量 （

以 下 こ の 項 に お

い て 「 一 次 エ ネ

ル ギ ー 消 費 量 」

という。）の算定

対 象 と な る 部 分

を有する建築物 

ア、イ （略）    

(2) （略）    

１１７ 建築物のエ

ネルギー消費性能

の向上に関する法

律第１２条第２項

及び第１３条第３

項の規定に基づく

建築物エネルギー

消費性能確保計画

の変更に係る建築

物エネルギー消費

性能適合性判定審

査 

１件

につ

き 

１ １ ６

の 項 種

類 欄 に

掲 げ る

建 築 物

の 区 分

に 応 じ

、 そ れ

ぞ れ 当

該 手 数

料 の 金

額 の ２

分 の １

に 相 当

す る 金

額 

(略) 

１１８ 建築物のエ

ネルギー消費性能

の向上に関する法

律施行規則（平成

２８年国土交通省

令第５号）第１１

１件

につ

き 

１ １ ６

の 項 種

類 欄 に

掲 げ る

建 築 物

の 区 分 

(略) 

土交通省令第１

号）第１条第１

項第１号イに規

定する一次エネ

ルギー消費量（

以下この項にお

いて「一次エネ

ルギー消費量」

という。）の算定

対象となる部分

を有する建築物 

ア、イ （略）    

(2) （略）    

１１５ 建築物のエ

ネルギー消費性能

の向上に関する法

律第１２条第２項

及び第１３条第３

項の規定に基づく

建築物エネルギー

消費性能確保計画

の変更に係る建築

物エネルギー消費

性能適合性判定審

査 

１件

につ

き 

１ １ ４

の 項 種

類 欄 に

掲 げ る

建 築 物

の 区 分

に 応 じ

、 そ れ

ぞ れ 当

該 手 数

料 の 金

額 の ２

分 の １

に 相 当

す る 金

額 

(略) 

１１６ 建築物のエ

ネルギー消費性能

の向上に関する法

律施行規則（平成

２８年国土交通省

令第５号）第１１

１件

につ

き 

１ １ ４

の 項 種

類 欄 に

掲 げ る

建 築 物

の 区 分

(略) 
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条の規定に基づく

建築物エネルギー

消費性能確保計画

の軽微な変更に関

する証明書の交付

 に 応 じ

、 そ れ

ぞ れ 当

該 手 数

料 の 金

額 の ２

分 の １

に 相 当

す る 金

額 

 

１１９ 建築物のエ

ネルギー消費性能

の向上に関する法

律第３４条第１項

の規定に基づく建

築物エネルギー消

費性能向上計画の

認定の申請に対す

る審査 

１件

につ

き 

  

(1) 建築物エネル

ギ ー 消 費 性 能 向

上 計 画 が 建 築 基

準 法 第 ６ 条 第 １

項 に 規 定 す る 建

築 基 準 関 係 規 定

に 適 合 す る か ど

う か の 審 査 を 申

し出ない者 

   

ア  建 築 物 の エ

ネ ル ギ ー 消 費

性 能 の 向 上 に

関 す る 法 律 第

３ ５ 条 第 １ 項

に 規 定 す る 基

準 の 適 合 性 に

   

条の規定に基づく

建築物エネルギー

消費性能確保計画

の軽微な変更に関

する証明書の交付

 に 応 じ

、 そ れ

ぞ れ 当

該 手 数

料 の 金

額 の ２

分 の １

に 相 当

す る 金

額 

 

１１７ 建築物のエ

ネルギー消費性能

の向上に関する法

律第２９条第１項

の規定に基づく建

築物エネルギー消

費性能向上計画の

認定の申請に対す

る審査 

１件

につ

き 

  

(1) 建築物エネル

ギー消費性能向

上計画が建築基

準法第６条第１

項に規定する建

築基準関係規定

に適合するかど

うかの審査を申

し出ない者 

   

ア  建築物のエ

ネ ル ギ ー 消 費

性 能 の 向 上 に

関 す る 法 律 第

３ ０ 条 第 １ 項

に 規 定 す る 基

準 の 適 合 性 に
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関 し 、 登 録 住

宅 性 能 評 価 機

関 若 し く は 登

録 建 築 物 エ ネ

ル ギ ー 消 費 性

能 判 定 機 関 の

技 術 的 審 査 を

受 け て い る 場

合 又 は 設 計 住

宅 性 能 評 価 書

の 交 付 を 受 け

ている場合 

(ｱ)～(ｴ) (略)    

イ  そ の 他 の 場

合 

   

( ｱ )  １戸建て

の住宅 

  

 

 

ａ  建 築 物

エ ネ ル ギ

ー 消 費 性

能 基 準 等

を 定 め る

省 令 第 １

０ 条 第 ２

号イ(1)及

びロ(1)に

掲 げ る 基

準 に よ る

審査 

 床 面 積

の 合 計

に つ い

て 、 種

類 欄 に

掲 げ る

面 積 の

区 分 に

応 じ 、

そ れ ぞ

れ 次 に

定 め る

金額 

 

( a )  ２０

０ 平 方

メ ー ト

ル未満 

 ４１，

７００

円 

 

( b )  ２０ ４６， 

関 し 、 登 録 住

宅 性 能 評 価 機

関 若 し く は 登

録 建 築 物 エ ネ

ル ギ ー 消 費 性

能 判 定 機 関 の

技 術 的 審 査 を

受 け て い る 場

合 又 は 設 計 住

宅 性 能 評 価 書

の 交 付 を 受 け

ている場合 

(ｱ)～(ｴ) (略)    

イ  その他の場

合 

   

(ｱ) １戸建て

の住宅 

 床 面 積

の 合 計

に つ い

て 、 種

類 欄 に

掲 げ る

面 積 の

区 分 に

応 じ 、

そ れ ぞ

れ 次 に

定 め る

金額 

 

ａ  ２ ０ ０

平 方 メ ー

トル未満 

 ４１，

７００

円

 

ｂ  ２ ０ ０

平 方 メ ー

トル以上 

 ４６，

６００

円
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０ 平 方

メ ー ト

ル以上 

６００

円 

ｂ  建 築 物

エ ネ ル ギ

ー 消 費 性

能 基 準 等

を 定 め る

省 令 第 １

０ 条 第 ２

号イ(2)及

びロ(2)に

掲 げ る 基

準 に よ る

審査 

 床 面 積

の 合 計

に つ い

て 、 種

類 欄 に

掲 げ る

面 積 の

区 分 に

応 じ 、

そ れ ぞ

れ 次 に

定 め る

金額 

 

( a )  ２０

０ 平 方

メ ー ト

ル未満 

 ２１，

５００

円 

 

( b )  ２０

０ 平 方

メ ー ト

ル以上 

 ２３，

１００

円 

 

(ｲ)  共同住宅

等 

   

ａ 同号イ(

1)及びロ(

1 ) に 掲 げ

る 基 準 に

よる審査 

 住 棟 の

総 戸 数

に つ い

て 、 次

に 掲 げ

る   

   

戸 数 の

区 分 に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

   

(ｲ) 共同住宅

等 

   

ａ  住 戸  

    

    

    

     

 申 請 に

係 る 住

戸 の 数

に つ い

て 、 種

類 欄 に

掲 げ る

戸 数 の

区 分 に
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応 じ 、

そ れ ぞ

れ 次 に

定 め る

金額 

(a)～(f) 

（略） 

   

ｂ 同号イ(

2)及びロ(

2 ) に 掲 げ

る 基 準 に

よる審査 

 住 棟 の

総 戸 数

に つ い

て 、 次

に 掲 げ

る 戸 数

の 区 分

に 応 じ

、 そ れ

ぞ れ 次

に 定 め

る金額 

 

( a )  １戸

（ 床 面

積 の 合

計 が ２

０ ０ 平

方 メ ー

ト ル 未

満 の 住

戸 に 限

る。） 

 ２１，

５００

円 

 

( b )  １戸

（ 床 面

積 の 合

計 が ２

０ ０ 平

方 メ ー

 ２３，

１００

円 

 

応 じ 、

そ れ ぞ

れ 次 に

定 め る

金額 

(a)～(f) 

（略） 
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ト ル 以

上 の 住

戸 に 限

る。） 

( c )  ２戸

以 上 ４

戸以下 

 ４０，

２００

円 

 

( d )  ５戸

以 上 １

５ 戸 以

下 

 ６９，

４００

円 

 

( e )  １６

戸 以 上

４ ５ 戸

以下 

 １２５

，７０

０円 

 

( f )  ４６

戸以上 

 １９０,

４００

円 

 

ｃ  住 棟 全

体 又 は 住

戸 及 び 住

棟全体 

 住 棟 の

総 戸 数

に つ い

て 、 ａ

又 は ｂ

に 掲 げ

る 戸 数

の 区 分

に 応 じ

そ れ ぞ

れ ａ 又

は ｂ に

定 め る

金額 

 

(ｳ)、(ｴ) (略)    

(2) （略）    

１２０ 建築物のエ(略)  (略) 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

   

 

 

 

 

   

 

 

 

   

ｂ  住 棟 全

体 又 は 住

戸 及 び 住

棟全体 

 住 棟 の

総 戸 数

に つ い

て 、 ａ

   

に 掲 げ

る 戸 数

の 区 分

に 応 じ

そ れ ぞ

れ ａ  

  に

定 め る

金額 

 

(ｳ)、(ｴ) (略)    

(2) （略）    

１１８ 建築物のエ(略)  (略) 
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ネルギー消費性能

の向上に関する法

律第３６条第１項

の規定に基づく建

築物エネルギー消

費性能向上計画の

変更の認定の申請

に対する審査 

   

(1) 変更に係る建

築 物 エ ネ ル ギ ー

消 費 性 能 向 上 計

画 が 建 築 基 準 法

第 ６ 条 第 １ 項 に

規 定 す る 建 築 基

準 関 係 規 定 に 適

合 す る か ど う か

の 審 査 を 申 し 出

ない者 

 １ １ ９

の 項 種

類欄(1)

ア 又 は

イ に 掲

げ る 場

合 の 区

分 に 応

じ 、 そ

れ ぞ れ

当 該 手

数 料 の

金 額 の

２ 分 の

１ に 相

当 す る

金額 

 

(2) 変更に係る建

築 物 エ ネ ル ギ ー

消 費 性 能 向 上 計

画 が 建 築 基 準 法

第 ６ 条 第 １ 項 に

規 定 す る 建 築 基

準 関 係 規 定 に 適

合 す る か ど う か

の 審 査 を 申 し 出

る者 

 次 に 掲

げ る 額

（ ウ に

掲 げ る

額 に あ

っ て は

、 当 該

審 査 に

建 築 基

準 法 第

 

ネルギー消費性能

の向上に関する法

律第３１条第１項

の規定に基づく建

築物エネルギー消

費性能向上計画の

変更の認定の申請

に対する審査 

   

(1) 変更に係る建

築物エネルギー

消費性能向上計

画が建築基準法

第６条第１項に

規定する建築基

準関係規定に適

合するかどうか

の審査を申し出

ない者 

 １ １ ７

の 項 種

類欄(1)

ア 又 は

イ に 掲

げ る 場

合 の 区

分 に 応

じ 、 そ

れ ぞ れ

当 該 手

数 料 の

金 額 の

２ 分 の

１ に 相

当 す る

金額 

 

(2) 変更に係る建

築物エネルギー

消費性能向上計

画が建築基準法

第６条第１項に

規定する建築基

準関係規定に適

合するかどうか

の審査を申し出

る者 

 次 に 掲

げ る 額

（ ウ に

掲 げ る

額 に あ

っ て は

、 当 該

審 査 に

建 築 基

準 法 第
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８ ７ 条

の ４ の

昇 降 機

に 係 る

部 分 が

含 ま れ

る 場 合

に 限 る

。）を合

算 し た

金額 

  ア  １

１ ９

の 項

種 類

欄(1)

ア 又

は イ

に 掲

げ る

場 合

の 区

分 に

応 じ

、 そ

れ ぞ

れ 当

該 手

数 料

の 金

額 の

２ 分

の １

に 相

当 す

 

８ ７ 条

の ４ の

昇 降 機

に 係 る

部 分 が

含 ま れ

る 場 合

に 限 る

。）を合

算 し た

金額 

  ア  １

１ ７

の 項

種 類

欄 ( 1 )

ア 又

は イ

に 掲

げ る

場 合

の 区

分 に

応 じ

、 そ

れ ぞ

れ 当

該 手

数 料

の 金

額 の

２ 分

の １

に 相

当 す
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る額 

  イ、ウ 

(略) 

 

１２１ 建築物のエ

ネルギー消費性能

の向上に関する法

律第４１条第１項

の規定に基づく建

築物のエネルギー

消費性能に係る認

定の申請に対する

審査 

(略)   

(1) 建築物のエネ

ル ギ ー 消 費 性 能

の 向 上 に 関 す る

法 律 第 ２ 条 第 ３

号 に 規 定 す る 建

築 物 エ ネ ル ギ ー

消 費 性 能 基 準 の

適 合 性 に 関 し 、

登 録 住 宅 性 能 評

価 機 関 若 し く は

登 録 建 築 物 エ ネ

ル ギ ー 消 費 性 能

判 定 機 関 の 技 術

的 審 査 を 受 け て

い る 場 合 又 は 建

築 物 の エ ネ ル ギ

ー 消 費 性 能 の 向

上 に 関 す る 法 律

第 １ ２ 条 第 １ 項

若 し く は 第 １ ３

条 第 ２ 項 の 規 定

に 基 づ く 建 築 物

エ ネ ル ギ ー 消 費

   

る額 

  イ、ウ  

(略) 

 

１１９ 建築物のエ

ネルギー消費性能

の向上に関する法

律第３６条第１項

の規定に基づく建

築物のエネルギー

消費性能に係る認

定の申請に対する

審査 

(略)   

(1) 建築物のエネ

ルギー消費性能

の向上に関する

法律第２条第３

号に規定する建

築物エネルギー

消費性能基準の

適合性に関し、

登録住宅性能評

価機関若しくは

登録建築物エネ

ルギー消費性能

判定機関の技術

的審査を受けて

いる場合又は建

築物のエネルギ

ー消費性能の向

上に関する法律

第１２条第１項

若しくは第１３

条第２項の規定

に基づく建築物

エネルギー消費
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性 能 適 合 性 判 定

、 同 法 第 ３ ５ 条

第 １ 項 の 規 定 に

基 づ く 建 築 物 エ

ネ ル ギ ー 消 費 性

能 向 上 計 画 の 認

定 若 し く は 都 市

の 低 炭 素 化 の 促

進 に 関 す る 法 律

第 ５ ４ 条 第 １ 項

の 規 定 に 基 づ く

低 炭 素 建 築 物 新

築 等 計 画 の 認 定

を 受 け て い る 場

合 （ こ れ ら の 建

築 物 エ ネ ル ギ ー

消 費 性 能 適 合 性

判 定 又 は 認 定 に

係 る 建 築 物 に つ

い て 建 築 基 準 法

第 ７ 条 第 ５ 項 、

第 ７ 条 の ２ 第 ５

項 又 は 第 １ ８ 条

第 １ ８ 項 の 規 定

に よ り 検 査 済 証

の 交 付 を 受 け て

い る 場 合 に 限 る

。）又は住宅の品

質 確 保 の 促 進 等

に 関 す る 法 律 第

６ 条 第 ３ 項 に 規

定 す る 建 設 住 宅

性 能 評 価 書 の 交

付 を 受 け て い る

場合 

性能適合性判定

、同法第３０条

第１項の規定に

基づく建築物エ

ネルギー消費性

能向上計画の認

定若しくは都市

の低炭素化の促

進に関する法律

第５４条第１項

の規定に基づく

低炭素建築物新

築等計画の認定

を受けている場

合（これらの建

築物エネルギー

消費性能適合性

判定又は認定に

係る建築物につ

いて建築基準法

第７条第５項、

第７条の２第５

項又は第１８条

第１８項の規定

により検査済証

の交付を受けて

いる場合に限る

。）又は住宅の品

質確保の促進等

に関する法律第

６条第３項に規

定する建設住宅

性能評価書の交

付を受けている

場合 
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ア～エ （略）    

(2) その他の場合    

ア  １ 戸 建 て の

住宅 

   

( ｱ )  建築物エ

ネ ル ギ ー 消

費 性 能 基 準

等 を 定 め る

省 令 第 １ 条

第 １ 項 第 ２

号イ(1)  

及びロ(1)に

掲 げ る 基 準

による審査 

   

ａ、ｂ (略)    

(ｲ) 同号イ(2)

  及びロ(2

)に掲げる基

準 に よ る 審

査 

   

ａ、ｂ (略)    

(ｳ) （略）    

イ 共同住宅等    

(ｱ) （略）   

(ｲ) 同号イ(2)

  及びロ(

2 ) に 掲 げ る

基 準 に よ る

審査 

   

ａ～ｄ (略)    

(ｳ) （略）    

ウ、エ （略）    
 

ア～エ （略）    

(2) その他の場合    

ア  １戸建ての

住宅 

   

(ｱ) 建築物エ

ネ ル ギ ー 消

費 性 能 基 準

等 を 定 め る

省 令 第 １ 条

第 １ 項 第 ２

号イ(1 ) ( i )

及びロ(1)に

掲 げ る 基 準

による審査 

   

ａ、ｂ (略)    

(ｲ) 同号イ(2)

(i)及びロ(2

)に掲げる基

準 に よ る 審

査 

   

ａ、ｂ (略)    

(ｳ) （略）    

イ 共同住宅等    

(ｱ) （略）   

(ｲ) 同号イ(2)

(ii)及びロ(

2 )に 掲 げ る

基 準 に よ る

審査 

   

ａ～ｄ (略)    

(ｳ) （略）    

ウ、エ （略）    
   

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この条例による改正後の西条市手数料条例の規定は、この条例の施行の日以後の

申請に係る手数料について適用し、同日前の申請に係る手数料については、なお

従前の例による。 

 

  



32 

提案理由 

脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法

律等の一部を改正する法律（令和４年法律第６９号）が施行されること等に伴い、所

要の条例改正を行おうとするものである。 

 

関係法令 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

（手数料） 

第２２７条 普通地方公共団体は、当該普通地方公共団体の事務で特定の者のために

するものにつき、手数料を徴収することができる。 

（分担金等に関する規制及び罰則） 

第２２８条 分担金、使用料、加入金及び手数料に関する事項については、条例でこ

れを定めなければならない。（以下略） 

２、３ （略） 

 

 
  



33 

議案第２１号  
 

西条市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例について  
 

西条市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例を次のように定める。  
 

令和５年２月２８日提出 
 

西条市長  玉 井 敏 久  
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西条市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例 

西条市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例（平成２６年西条市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

 （懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第２６条 削除 第２６条 特定教育・保育施設（幼保連

携型認定こども園及び保育所に限る。

以下この条において同じ。）の長たる

特定教育・保育施設の管理者は、教育

・保育給付認定子どもに対し児童福祉

法第４７条第３項の規定により懲戒に

関しその教育・保育給付認定子どもの

福祉のために必要な措置をとるときは

、身体的苦痛を与え、人格を辱める等

その権限を濫用してはならない。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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提案理由 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設

等の運営に関する基準の一部を改正する内閣府令（令和４年内閣府令第６５号）が施

行されたことに伴い、所要の条例改正を行おうとするものである。 
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議案第２２号 

 

西条市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例について 

 

西条市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例を次のように定める。 

 

令和５年２月２８日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例  
西条市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年

西条市条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

第７条 （略） 第７条 （略） 

（安全計画の策定等）  

第７条の２ 家庭的保育事業者等は、利

用乳幼児の安全の確保を図るため、家

庭的保育事業所等ごとに、当該家庭的

保育事業所等の設備の安全点検、職員

、利用乳幼児等に対する事業所外での

活動、取組等を含めた家庭的保育事業

所等での生活その他の日常生活におけ

る安全に関する指導、職員の研修及び

訓練その他家庭的保育事業所等におけ

る安全に関する事項についての計画（

以下この条において「安全計画」とい

う。）を策定し、当該安全計画に従い

必要な措置を講じなければならない。 

 

２ 家庭的保育事業者等は、職員に対し

、安全計画について周知するとともに

、前項の研修及び訓練を定期的に実施

しなければならない。 

 

３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児

の安全の確保に関して保護者との連携

が図られるよう、保護者に対し、安全

計画に基づく取組の内容等について周

知しなければならない。 

 

４ 家庭的保育事業者等は、定期的に安

全計画の見直しを行い、必要に応じて

安全計画の変更を行うものとする。 
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（自動車を運行する場合の所在の確認

） 

 

第７条の３ 家庭的保育事業者等は、利

用乳幼児の事業所外での活動、取組等

のための移動その他の利用乳幼児の移

動のために自動車を運行するときは、

利用乳幼児の乗車及び降車の際に、点

呼その他の利用乳幼児の所在を確実に

把握することができる方法により、利

用乳幼児の所在を確認しなければなら

ない。 

 

２ 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保

育事業所を除く。）は、利用乳幼児の

送迎を目的とした自動車（運転者席及

びこれと並列の座席並びにこれらより

一つ後方に備えられた前向きの座席以

外の座席を有しないものその他利用の

態様を勘案してこれと同程度に利用乳

幼児の見落としのおそれが少ないと認

められるものを除く。）を日常的に運

行するときは、当該自動車にブザーそ

の他の車内の利用乳幼児の見落としを

防止する装置を備え、これを用いて前

項に定める所在の確認（利用乳幼児の

降車の際に限る。）を行わなければな

らない。 

 

（他の社会福祉施設等を併せて設置す

るときの設備及び職員の基準） 

（他の社会福祉施設等を併せて設置す

るときの設備及び職員の基準） 

第１０条 家庭的保育事業所等は、他の

社会福祉施設等を併せて設置するとき

は、その行う保育に支障がない場合に

限り、必要に応じ当該家庭的保育事業

第１０条 家庭的保育事業所等は、他の

社会福祉施設等を併せて設置するとき

は                

  、必要に応じ当該家庭的保育事業
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所等の設備及び職員の一部を併せて設

置する他の社会福祉施設等の設備及び

職員に兼ねることができる。 

所等の設備及び職員の一部を併せて設

置する他の社会福祉施設等の設備及び

職員に兼ねることができる。ただし、

保育室及び各事業所に特有の設備並び

に利用乳幼児の保育に直接従事する職

員については、この限りでない。 

 （懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第１３条 削除 第１３条 家庭的保育事業者等は、利用

乳幼児に対し法第４７条第３項の規定

により懲戒に関しその利用乳幼児の福

祉のために必要な措置を採るときは、

身体的苦痛を与え、人格を辱める等そ

の権限を濫用してはならない。 

（衛生管理等） （衛生管理等） 

第１４条 （略） 第１４条 （略） 

２ 家庭的保育事業者等は、家庭的保育

事業所等において感染症又は食中毒が

発生し、又はまん延しないように、職

員に対し、感染症及び食中毒の予防及

びまん延の防止のための研修並びに感

染症の予防及びまん延の防止のための

訓練を定期的に実施する      

   よう努めなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、家庭的保育

事業所等において感染症又は食中毒が

発生し、又はまん延しないように必要

な措置を講ずる          

                 

                 

                 

   よう努めなければならない。 

３～５ （略） ３～５ （略） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第１３条の改正規定は、

公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の西条市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定

める条例第７条の３第２項の規定の適用については、家庭的保育事業者等において

利用乳幼児の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する場合であって、当該自

動車に同項に規定するブザーその他の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装

置（以下この項において「ブザー等」という。）を備えること及びこれを用いるこ

とにつき困難な事情があるときは、令和６年３月３１日までの間、当該自動車に
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ブザー等を備えないことができる。この場合において、利用乳幼児の送迎を目的

とした自動車を日常的に運行する家庭的保育事業者等は、ブザー等の設置に代わ

る措置を講じて利用乳幼児の所在の確認を行わなければならない。 
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提案理由 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（令和４年厚

生労働省令第１５９号）等が施行されること等に伴い、所要の条例改正を行おうとす

るものである。 
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議案第２３号 

 

西条市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例について 

 

西条市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例を次のように定める。 

 

令和５年２月２８日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例 

西条市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

２６年西条市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

第６条 （略） 第６条 （略） 

（安全計画の策定等）  

第６条の２ 放課後児童健全育成事業者

は、利用者の安全の確保を図るため、

放課後児童健全育成事業所ごとに、当

該放課後児童健全育成事業所の設備の

安全点検、職員、利用者等に対する事

業所外での活動、取組等を含めた放課

後児童健全育成事業所での生活その他

の日常生活における安全に関する指導

、職員の研修及び訓練その他放課後児

童健全育成事業所における安全に関す

る事項についての計画（以下この条に

おいて「安全計画」という。）を策定

し、当該安全計画に従い必要な措置を

講じなければならない。 

 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員

に対し、安全計画について周知すると

ともに、前項の研修及び訓練を定期的

に実施しなければならない。 

 

３ 放課後児童健全育成事業者は、利用

者の安全の確保に関して保護者との連

携が図られるよう、保護者に対し、安

全計画に基づく取組の内容等について

周知しなければならない。 

 

４ 放課後児童健全育成事業者は、定期

的に安全計画の見直しを行い、必要に
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応じて安全計画の変更を行うものとす

る。 

（自動車を運行する場合の所在の確認

） 

 

第６条の３ 放課後児童健全育成事業者

は、利用者の事業所外での活動、取組

等のための移動その他の利用者の移動

のために自動車を運行するときは、利

用者の乗車及び降車の際に、点呼その

他の利用者の所在を確実に把握するこ

とができる方法により、利用者の所在

を確認しなければならない。 

 

第１２条 （略） 第１２条 （略） 

（業務継続計画の策定等）  

第１２条の２ 放課後児童健全育成事業

者は、放課後児童健全育成事業所ごと

に、感染症や非常災害の発生時におい

て、利用者に対する支援の提供を継続

的に実施するための、及び非常時の体

制で早期の業務再開を図るための計画

（以下この条において「業務継続計画

」という。）を策定し、当該業務継続

計画に従い必要な措置を講ずるよう努

めなければならない。 

 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員

に対し、業務継続計画について周知す

るとともに、必要な研修及び訓練を定

期的に実施するよう努めなければなら

ない。 

 

３ 放課後児童健全育成事業者は、定期

的に業務継続計画の見直しを行い、必

要に応じて業務継続計画の変更を行う

よう努めるものとする。 

 

（衛生管理等） （衛生管理等） 
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第１３条 （略） 第１３条 （略） 

２ 放課後児童健全育成事業者は、放課

後児童健全育成事業所において感染症

又は食中毒が発生し、又はまん延しな

いように、職員に対し、感染症及び食

中毒の予防及びまん延の防止のための

研修並びに感染症の予防及びまん延の

防止のための訓練を定期的に実施する

         よう努めなければ

ならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、放課

後児童健全育成事業所において感染症

又は食中毒が発生し、又はまん延しな

いように必要な措置を講ずる    

                 

                 

                 

         よう努めなければ

ならない。 

３ （略） ３ （略） 

附 則  
（施行期日）  

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。  
（経過措置）  

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、この条例による改正後の

西条市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例第６条

の２の規定の適用については、同条第１項中「講じなければ」とあるのは「講ず

るよう努めなければ」と、同条第２項中「実施しなければ」とあるのは「実施す

るよう努めなければ」と、同条第３項中「周知しなければ」とあるのは「周知す

るよう努めなければ」とする。  
 
  



47 

提案理由 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（令和４年厚

生労働省令第１５９号）等が施行されることに伴い、所要の条例改正を行おうとする

ものである。 
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議案第２４号  
 

西条市国民健康保険条例の一部を改正する条例について  
 

西条市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 
 

令和５年２月２８日提出 
 

西条市長  玉 井 敏 久  
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西条市国民健康保険条例の一部を改正する条例 
西条市国民健康保険条例（平成１６年西条市条例第１３６号）の一部を次のよう

に改正する。  
次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

（出産育児一時金） （出産育児一時金） 

第６条 被保険者が出産したときは、当

該被保険者の属する世帯の世帯主に対

し出産育児一時金として４８万８，０

００円を支給する。ただし、市長が健

康保険法施行令（大正１５年勅令第２

４３号）第３６条の規定を勘案し、必

要があると認めるときは、規則で定め

るところにより、これに１万２，００

０円を超えない額を加算するものとす

る。 

第６条 被保険者が出産したときは、当

該被保険者の属する世帯の世帯主に対

し出産育児一時金として４０万８，０

００円を支給する。ただし、市長が健

康保険法施行令（大正１５年勅令第２

４３号）第３６条の規定を勘案し、必

要があると認めるときは、規則で定め

るところにより、これに１万２，００

０円を超えない額を加算するものとす

る。 

２ （略） ２ （略） 

附 則  
（施行期日）  

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。  
（経過措置）  

２ この条例の施行の日前に出産した被保険者に係る西条市国民健康保険条例第６条

の規定による出産育児一時金の額については、なお従前の例による。 
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提案理由  
健康保険法施行令等の一部を改正する政令（令和５年政令第２３号）が施行され

ることに伴い、所要の条例改正を行おうとするものである。  


